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教員一覧 T h e  F a c u l t y

特別招聘教授 兼任講師

兼担講師

天利　浩
現　　職

担当科目

学習院大学経済学部、流通経済大学経済学部兼任講師

公共経済研究

H i r o s h i  A m a r i

イェール大学修士（経済学）。専門は公共経済学、労働経済学。専門は日米の
医薬品産業の規制と企業のソフトウェア戦略、失業率の時系列分析。

平　修 久
現　　職

担当科目

聖学院大学政治経済学部教授

Public Policy、Public Evaluation

N o b u h i s a  Ta i r a

コーネル大学大学院 Ph.D.（都市及び地域計画学）。多数の途上国開発事
業に従事後、民間研究所等を経て現職。専門は都市政策、事業評価、都市及
び地域分析。

瀧 澤  忠 徳
現　　職

担当科目

明治大学大学院政治経済学研究科特任教授

政策研究Ⅵ‒D（地方財政実務）、政策研究Ⅸ‒A（自治体賠償と行政執行）

Ta d a n o r i  Ta k i z a w a

東大法学部卒。専門は危機管理、地方財政。徳島県副知事、自治省消防庁次
長等を歴任して現職。著書に消防防災と危機管理など。

中川 雄 一 郎
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学部教授

社会的企業論

Yu i c h i r o  N a k a g a w a

明治大学大学院政経学研究科修士課程修了。経済学博士。日本協同組合学
会元会長。著書『社会的企業とコミュニティの再生』、訳書『シチズンシップ』
など。

中 林  一 樹
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学研究科特任教授

政策研究Ⅷ‒G（都市災害制度論）、政策研究Ⅷ‒H（防災都市づくり論）

I t u k i  N a k a b a y a s h i

東京都立大学工学研究科修了。工学博士。専門は防災論、復興論、都市計画
論。文科省地震調査研究推進本部政策委員、等多数。近著に『市町村合併に
よる防災力空洞化』。

ハウス，ジェームズC
現　　職

担当科目

明治大学情報コミュニケーション学部教授

Speech,Presentation and Performance

H o u s e ,  J a m e s

ロンドン大卒、ケンブリッジ大院修了（音声学）。英国内や日本でアナウンス
や演劇に携わる。大学、高校生向け英語教材を多数著述。演劇を活用した英
語習得が主な研究対象。

堀 金  由 美
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学部教授
Political Economy of Development、
Theories and Experience of the Developmental State

Yu m i  H o r i k a n e

東大教養学部卒。Ph.D.（政治学：ケンブリッジ大学）。国際協力事業団（現
国際協力機構）、東海大学教養学部国際学科非常勤講師などを経て 2002
年より現職。

山 浦  久 司
現　　職

担当科目

会計検査院顧問（元会計検査院長）

政策研究Ⅵ－E（公監査研究）

H i s a s h i  Y a m a u r a

一橋大学博士（商学）。専門は会計学、会計監査論。国税庁税理士試験委員、
金融庁公認会計士試験委員、金融庁企業会計審議会監査部会長、国際監査
基準審議会（ＩＡＡＳＢ）政府オブザーバーなどを歴任。

青 木  一 能
現　　職

担当科目

日本大学文理学部教授

比較外交政策研究

K a z u y o s h i  A o k i

慶大大学院、博士（国際関係）。専門は国際関係論、現代アフリカ政治論。著
書に「地球型社会の危機－グローバリゼーションの断面図（芦書房）」など。

砂 金  祐 年
現　　職

担当科目

常盤大学コミュニティ振興学部専任准教授

社会調査法1・2

S a c h i t o s h i  I s a g o

明大大学院政治経済学研究科博士後期課程修了。博士（政治学）。専門は政
治学。著書に『危機発生！そのとき地域はどう動く』（共著、第一法規）など。

出 井  信 夫
現　　職

担当科目

前・東北公益文科大学大学院公益学研究科教授

政策研究Ⅸ－E（第3セクター）

N o b u o  I d e i

博士（経済学）。第3 セクター研究学会会長。山形県公益認定等審議会委員長。著書『都市・
地域政策と公民連携・恊働―PPP・PFI・NPO・基金・公益信託・第３セクターの研究―』『全
国市区町村の財政分析と自治体経営改革―財政指標の偏差値ランキング評価―』等多数。

猪 野　積
現　　職

担当科目

総務省自治大学校客員教授・自治研修協会理事

行政法研究 I、政策研究ⅨーG（公務員制度の運営管理と法務）、立法演習

Ts u m o r u  I n o

京大法卒。自治省公務員課長、徳島県副知事等。専門は、地方自治・地方公
務員制度。著書に、地方自治法講義、地方公務員制度講義、行政法講義（総
論）等。

小 澤  達 郎
現　　職

担当科目

東京都人事委員会審査担当部長

自治体審査法務研究

Ta t s u r o  O z a w a

東京都において、1998年から2年間総務局総務部法制担当副参事、
2003年から2年間総務局総務部文書課長を務めるなど東京都の法制事
務を延べ７年間担当。

加 藤  主 税
現　　職

担当科目

内閣官房事態対処・危機管理担当

政策研究Ⅷ－C（自治体行政と危機管理）

C h i k a r a  K a t o

東大法卒。内閣参事官、岩手県総務部長等。分権改革、都区制度改革、税源
移譲等に参画。また、緊急消防援助隊の出動に係る指示の法制化を担当。東
日本大震災時は、岩手県において、応急対策、復旧・復興に従事。

梶 本　章
現　　職

担当科目

医療介護福祉政策研究フォーラム理事
政策研究Ⅰー D（社会保障の制度と改革）
政策研究Ⅰー E（医療・介護サービス改革）

A k i r a  K a j i m o t o

京都大学経済学部卒。朝日新聞で政治部、論説委員など歴任。日本の政治と
社会保障を担当。国立病院機構理事。前早稲田大学大学院客員教授。

亀 山  卓 二
現　　職

担当科目

㈱コーエイ総合研究所 主席コンサルタント

Private Sector Development

Ta k u j i  K a m e y a m a

ジョージワシントン大学法学大学院（比較法）・ロンドン大学大学院（社会
人類学）修了。専門は開発途上国における投資・貿易・金融・中小企業振
興等のためのビジネス環境づくり。

川 村  雅 人
現　　職

担当科目

フリープランナー（元㈱三菱総合研究所研究主査）

政策研究Ⅶ－G （地域共創と社会づくり）

M a s a t o  K a w a m u r a

早大大学院修了（工学修士）。専門は、地域現場を起点とした地域・都市政
策論、地域活性化論。著書に「市民型社会形成と地域づくり」（共著）など。

木 村  俊 介
現　　職

担当科目

一橋大学大学院 法学研究科 教授（元政策研究大学院教授）

自治体政策法務研究Policy Study Ⅸ-D （Local Government in Japan）

S h u n s u k e  K i m u r a

米国コーネル法律大学院修士卒。総務省での国際交流、地域振興の政策立案や国際統計
管理官の経験を生かし比較行政を専攻。著書に『広域連携の仕組み』、「Goals and 
Reforms of Current Japanese Local Tax System」（Hitotsubashi Journal)など。

久保  隆 行
現　　職

担当科目

（公財）福岡アジア都市研究所 上席主任研究員

政策研究Ⅱー F（世界の都市競争力）

Ta k a y u k i  K u b o

コーネル大学大学院修士（建築・都市デザイン）。RTKL、佐藤総合計画、森
ビル、森記念財団都市戦略研究所、サムスン物産を経て現職。共著書に『東
京の未来戦略』等。

熊 井  利 廣
現　　職

担当科目

杏林大学保健学部非常勤講師

政策研究Ⅰー C（こどもと福祉）

To s h i h i r o  K u m a i

三鷹市役所（児童福祉課等）を経て杏林大学准教授。著書に『三鷹市の子ど
も家庭支援ネットワーク』（共著、ミネルヴァ書房）など。青梅市子ども・子
育て会議会長。狛江市子ども・子育て会議会長。

桑 島  京 子
現　　職

担当科目

青山学院大学地球社会共生学部教授

社会開発論研究

K y o k o  K u w a j i m a

ハーバード大学修士（東アジア地域研究）。国際協力機構において、開発途
上国における社会開発、ガバナンス分野などの援助実務及び調査研究に
従事。

幸 田  雅 治
現　　職

担当科目

神奈川大学法学部教授、弁護士

政策研究Ⅴー E（地方議会と民主主義）

M a s a h a r u  K o d a

東大法学部卒、内閣審議官、総務省行政課長等、専門は地方自治。著書に
「政策法務の基礎知識（第一法規）」、「安全・安心の行政法学（ぎょうせい）」
等。

小 室  裕 一
現　　職

担当科目

首都圏新都市鉄道㈱代表取締役専務

政府間財政関係研究、税制研究

Yu i c h i  K o m u r o

東大法卒。青森県総務部長、総務省自治大学校長、自治税務局長、地方財政
審議会幹事等を勤め、平成の大合併、住基ネット、3 兆円の税源移譲に参
画。マンガ・アニメを活かした地域づくりを実践中。

椎 川  忍
現　　職

担当科目

地域活性化センター理事長

政策研究Ⅶ－A（地域おこし）

S h i n o b u  S h i i k a w a

東大法卒。自治省から総務省、初代地域力創造審議官、自治財政局長を務め退官。地域活性化センター
理事長、移住・交流推進機構業務執行理事、内閣官房地域活性化伝道師、総務省地域力創造アドバイ
ザー、地域に飛び出す公務員ネットワーク代表、やねだん故郷創世塾常任講師、日本創生委員会委員。

宍 戸  邦 久
現　　職

担当科目

内閣府地方分権改革推進室参事官

行政法研究Ⅱ

K u n i h i s a  S h i s h i d o

東大法卒。自治省（現総務省）入省。福岡市企画課長、山形県財政課長、総務
省自治大学校研究部長、東北大学公共政策大学院副院長等を経て、現職。

小豆川 裕子
現　　職

担当科目

㈱ NTT データ経営研究所　上席研究員

政策研究Ⅲ‒Ｆ（ICT 活用と新しい官民連携）

Yu k o  S h o z u g a w a

博士（学術、東京大学）。専門は情報技術・社会相関分野、就労・ワークスタ
イル分野 ( 特にテレワーク )。日本テレワーク学会副会長、内閣府、国土交
通省、総務省委員（2015 年度）。

髙 津  定 弘
現　　職

担当科目

高千穂大学兼任講師

政策研究 X‒E（国土政策とプランニング）

S a d a h i r o  Ta k a t s u

鈴 木  秀 洋
現　　職

担当科目

日本大学危機管理部准教授（行政法・地方自治法等担当）

政策研究㈵Ⅸ-F（自治体政策訟務）

H i d e h i r o  S u z u k i

中大法卒、日大院法務博士（専門職）、文京区及び特別区法務部で長らく訟務・法務担
当後、秘書、危機管理課長、ジェンダー及び子ども家庭支援センター課長を経て現職。
「自治体法務改革の理論」「これからの自治体職員のための実践コンプライアンス」等。

田 口  尚 文
現　　職

担当科目

一般財団法人消防試験研究センター常務理事（元総務省選挙部長）

政策研究Ⅴ－B（選挙と政治資金）

N a o f u m i  Ta g u c h i

東大法卒、広島県副知事、総務省選挙部長、総括審議官等を務め、選挙・政
治資金制度改革や関係する国会対応等に従事。

池 宮 城 秀正
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学部教授

政策研究Ⅵー A（予算）

H i d e m a s a  I k e m i y a g i

明治大学大学院博士後期課程修了、経済学博士、日本地方自治研究学会会
長。専門は財政学、地方財政論。著書に『琉球列島における公共部門の経済
活動』など。

牛 山 久仁 彦
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学部教授

地方自治論研究、地域政治研究

K u n i h i k o  U s h i y a m a

専門は行政学、地方自治論、地域政治論。著書に『分権時代の地方自治』（三
省堂、編著）など。日本行政学会理事、相模原市政策アドバイザーなど。

碓 井  光 明
現　　職

担当科目

明治大学法科大学院専任教授

自治体法研究、自治体条例研究

M i t s u a k i  U s u i

東京大学法学政治学研究科博士課程修了・博士（法学）。専門は行政法・財
政法。横浜国立大学教授、東京大学教授を経て現職。現在、地方制度調査会
委員（副会長）。著書に、『都市行政法精義Ⅰ・Ⅱ』など。

江 島  晶 子
現　　職

担当科目

明治大学法科大学院教授

憲法研究

A k i k o  E j i m a

博士（法学）[ 明治大学 ]。専門は、憲法、国際人権法。著書に『人権保障の新局
面』（日本評論社）、『ヨーロッパ人権裁判所の判例』（信山社）等。

勝　悦 子
現　　職

担当科目

明治大学副学長　明治大学政治経済学部教授

Japanese Economy in International Environment

E t s u k o  K a t s u

専門は国際金融・経済政策。財務省関税・外国為替等審議会委員、厚生労
働省最低賃金審議会委員、著書に「国際金融理論（共著、有斐閣）など。

大 六 野 耕 作
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学部教授

Comparative Public Administration、Comparative Study of Corruption

K o s a k u  D a i r o k u n o

明大大学院政治学博士単位修得退学。専門は比較政治論、国際関係論。著
書に「比較政治学とデモクラシーの限界（共著、東信堂）」など。

雨 宮　寛
現　　職

担当科目

有限会社コーポレートシチズンシップ代表取締役

政策研究Ⅶー D（企業市民とグローバリゼーション）、政策研究Ⅶー E（社会起業活動）

H i r o s h i  A m e m i y a

DWM 日本代表。NPO ハンズオン東京理事。ハーバード大学 MPA。コロン
ビア大学MBA。CFA 協会認定証券アナリスト。

東大法卒。旧・自治省入省。国と地方の行政を幅広く経験。地方では、北九州市企画課長、静岡県市町村課長、鹿児

島県総務部長、中央では、自治省大臣官房参事官、国土庁半島振興室長、同・特別地域振興課長などを経て、沖縄

開発庁振興局長、内閣府政策統括官、内閣府審議官 ( 次官級 ) を歴任。2002 年より全国都道府県議会議長会の

事務総長として議会制度の改革と充実強化に尽力。現在、（一財）消防防災科学センター特別参与。市議会議員共済

会審査会委員長など務める。著書に『市町村の経営戦略』（ぎょうせい）。

Masanori Osoda襲 田  正 徳 元内閣府審議官・元全国都道府県議会議長会事務総長

イギリスのオックスフォード・ブルックス大学教授。都市地理史を専門とする。London School of Economics

を卒業後、University of Birmingham Center for Urban and Regional Studiesで修士号と博士号を取得。イ

ギリスの建築史と都市圏の設計や復興に向けた社会的・政策的影響についての研究を長年続け、各国で開催され

ている国際会議において数多くの講演を行っている。

John Gold Robertジョン・ゴールド・ロバート オックスフォード・ブルックス大学教授



22 23

GRADUATE SCHOOL OF GOVERNANCE STUDIES22 GRADUATE SCHOOL OF GOVERNANCE STUDIES 23

教員一覧 T h e  F a c u l t y

特別招聘教授 兼任講師

兼担講師

天利　浩
現　　職

担当科目

学習院大学経済学部、流通経済大学経済学部兼任講師

公共経済研究

H i r o s h i  A m a r i

イェール大学修士（経済学）。専門は公共経済学、労働経済学。専門は日米の
医薬品産業の規制と企業のソフトウェア戦略、失業率の時系列分析。

平　修 久
現　　職

担当科目

聖学院大学政治経済学部教授

Public Policy、Public Evaluation

N o b u h i s a  Ta i r a

コーネル大学大学院 Ph.D.（都市及び地域計画学）。多数の途上国開発事
業に従事後、民間研究所等を経て現職。専門は都市政策、事業評価、都市及
び地域分析。

瀧 澤  忠 徳
現　　職

担当科目

明治大学大学院政治経済学研究科特任教授

政策研究Ⅵ‒D（地方財政実務）、政策研究Ⅸ‒A（自治体賠償と行政執行）

Ta d a n o r i  Ta k i z a w a

東大法学部卒。専門は危機管理、地方財政。徳島県副知事、自治省消防庁次
長等を歴任して現職。著書に消防防災と危機管理など。

中川 雄 一 郎
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学部教授

社会的企業論

Yu i c h i r o  N a k a g a w a

明治大学大学院政経学研究科修士課程修了。経済学博士。日本協同組合学
会元会長。著書『社会的企業とコミュニティの再生』、訳書『シチズンシップ』
など。

中 林  一 樹
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学研究科特任教授

政策研究Ⅷ‒G（都市災害制度論）、政策研究Ⅷ‒H（防災都市づくり論）

I t u k i  N a k a b a y a s h i

東京都立大学工学研究科修了。工学博士。専門は防災論、復興論、都市計画
論。文科省地震調査研究推進本部政策委員、等多数。近著に『市町村合併に
よる防災力空洞化』。

ハウス，ジェームズC
現　　職

担当科目

明治大学情報コミュニケーション学部教授

Speech,Presentation and Performance

H o u s e ,  J a m e s

ロンドン大卒、ケンブリッジ大院修了（音声学）。英国内や日本でアナウンス
や演劇に携わる。大学、高校生向け英語教材を多数著述。演劇を活用した英
語習得が主な研究対象。

堀 金  由 美
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学部教授
Political Economy of Development、
Theories and Experience of the Developmental State

Yu m i  H o r i k a n e

東大教養学部卒。Ph.D.（政治学：ケンブリッジ大学）。国際協力事業団（現
国際協力機構）、東海大学教養学部国際学科非常勤講師などを経て 2002
年より現職。

山 浦  久 司
現　　職

担当科目

会計検査院顧問（元会計検査院長）

政策研究Ⅵ－E（公監査研究）

H i s a s h i  Y a m a u r a

一橋大学博士（商学）。専門は会計学、会計監査論。国税庁税理士試験委員、
金融庁公認会計士試験委員、金融庁企業会計審議会監査部会長、国際監査
基準審議会（ＩＡＡＳＢ）政府オブザーバーなどを歴任。

青 木  一 能
現　　職

担当科目

日本大学文理学部教授

比較外交政策研究

K a z u y o s h i  A o k i

慶大大学院、博士（国際関係）。専門は国際関係論、現代アフリカ政治論。著
書に「地球型社会の危機－グローバリゼーションの断面図（芦書房）」など。

砂 金  祐 年
現　　職

担当科目

常盤大学コミュニティ振興学部専任准教授

社会調査法1・2

S a c h i t o s h i  I s a g o

明大大学院政治経済学研究科博士後期課程修了。博士（政治学）。専門は政
治学。著書に『危機発生！そのとき地域はどう動く』（共著、第一法規）など。

出 井  信 夫
現　　職

担当科目

前・東北公益文科大学大学院公益学研究科教授

政策研究Ⅸ－E（第3セクター）

N o b u o  I d e i

博士（経済学）。第3 セクター研究学会会長。山形県公益認定等審議会委員長。著書『都市・
地域政策と公民連携・恊働―PPP・PFI・NPO・基金・公益信託・第３セクターの研究―』『全
国市区町村の財政分析と自治体経営改革―財政指標の偏差値ランキング評価―』等多数。

猪 野　積
現　　職

担当科目

総務省自治大学校客員教授・自治研修協会理事

行政法研究 I、政策研究ⅨーG（公務員制度の運営管理と法務）、立法演習

Ts u m o r u  I n o

京大法卒。自治省公務員課長、徳島県副知事等。専門は、地方自治・地方公
務員制度。著書に、地方自治法講義、地方公務員制度講義、行政法講義（総
論）等。

小 澤  達 郎
現　　職

担当科目

東京都人事委員会審査担当部長

自治体審査法務研究

Ta t s u r o  O z a w a

東京都において、1998年から2年間総務局総務部法制担当副参事、
2003年から2年間総務局総務部文書課長を務めるなど東京都の法制事
務を延べ７年間担当。

加 藤  主 税
現　　職

担当科目

内閣官房事態対処・危機管理担当

政策研究Ⅷ－C（自治体行政と危機管理）

C h i k a r a  K a t o

東大法卒。内閣参事官、岩手県総務部長等。分権改革、都区制度改革、税源
移譲等に参画。また、緊急消防援助隊の出動に係る指示の法制化を担当。東
日本大震災時は、岩手県において、応急対策、復旧・復興に従事。

梶 本　章
現　　職

担当科目

医療介護福祉政策研究フォーラム理事
政策研究Ⅰー D（社会保障の制度と改革）
政策研究Ⅰー E（医療・介護サービス改革）

A k i r a  K a j i m o t o

京都大学経済学部卒。朝日新聞で政治部、論説委員など歴任。日本の政治と
社会保障を担当。国立病院機構理事。前早稲田大学大学院客員教授。

亀 山  卓 二
現　　職

担当科目

㈱コーエイ総合研究所 主席コンサルタント

Private Sector Development

Ta k u j i  K a m e y a m a

ジョージワシントン大学法学大学院（比較法）・ロンドン大学大学院（社会
人類学）修了。専門は開発途上国における投資・貿易・金融・中小企業振
興等のためのビジネス環境づくり。

川 村  雅 人
現　　職

担当科目

フリープランナー（元㈱三菱総合研究所研究主査）

政策研究Ⅶ－G （地域共創と社会づくり）

M a s a t o  K a w a m u r a

早大大学院修了（工学修士）。専門は、地域現場を起点とした地域・都市政
策論、地域活性化論。著書に「市民型社会形成と地域づくり」（共著）など。

木 村  俊 介
現　　職

担当科目

一橋大学大学院 法学研究科 教授（元政策研究大学院教授）

自治体政策法務研究Policy Study Ⅸ-D （Local Government in Japan）

S h u n s u k e  K i m u r a

米国コーネル法律大学院修士卒。総務省での国際交流、地域振興の政策立案や国際統計
管理官の経験を生かし比較行政を専攻。著書に『広域連携の仕組み』、「Goals and 
Reforms of Current Japanese Local Tax System」（Hitotsubashi Journal)など。

久保  隆 行
現　　職

担当科目

（公財）福岡アジア都市研究所 上席主任研究員

政策研究Ⅱー F（世界の都市競争力）

Ta k a y u k i  K u b o

コーネル大学大学院修士（建築・都市デザイン）。RTKL、佐藤総合計画、森
ビル、森記念財団都市戦略研究所、サムスン物産を経て現職。共著書に『東
京の未来戦略』等。

熊 井  利 廣
現　　職

担当科目

杏林大学保健学部非常勤講師

政策研究Ⅰー C（こどもと福祉）

To s h i h i r o  K u m a i

三鷹市役所（児童福祉課等）を経て杏林大学准教授。著書に『三鷹市の子ど
も家庭支援ネットワーク』（共著、ミネルヴァ書房）など。青梅市子ども・子
育て会議会長。狛江市子ども・子育て会議会長。

桑 島  京 子
現　　職

担当科目

青山学院大学地球社会共生学部教授

社会開発論研究

K y o k o  K u w a j i m a

ハーバード大学修士（東アジア地域研究）。国際協力機構において、開発途
上国における社会開発、ガバナンス分野などの援助実務及び調査研究に
従事。

幸 田  雅 治
現　　職

担当科目

神奈川大学法学部教授、弁護士

政策研究Ⅴー E（地方議会と民主主義）

M a s a h a r u  K o d a

東大法学部卒、内閣審議官、総務省行政課長等、専門は地方自治。著書に
「政策法務の基礎知識（第一法規）」、「安全・安心の行政法学（ぎょうせい）」
等。

小 室  裕 一
現　　職

担当科目

首都圏新都市鉄道㈱代表取締役専務

政府間財政関係研究、税制研究

Yu i c h i  K o m u r o

東大法卒。青森県総務部長、総務省自治大学校長、自治税務局長、地方財政
審議会幹事等を勤め、平成の大合併、住基ネット、3 兆円の税源移譲に参
画。マンガ・アニメを活かした地域づくりを実践中。

椎 川  忍
現　　職

担当科目

地域活性化センター理事長

政策研究Ⅶ－A（地域おこし）

S h i n o b u  S h i i k a w a

東大法卒。自治省から総務省、初代地域力創造審議官、自治財政局長を務め退官。地域活性化センター
理事長、移住・交流推進機構業務執行理事、内閣官房地域活性化伝道師、総務省地域力創造アドバイ
ザー、地域に飛び出す公務員ネットワーク代表、やねだん故郷創世塾常任講師、日本創生委員会委員。

宍 戸  邦 久
現　　職

担当科目

内閣府地方分権改革推進室参事官

行政法研究Ⅱ

K u n i h i s a  S h i s h i d o

東大法卒。自治省（現総務省）入省。福岡市企画課長、山形県財政課長、総務
省自治大学校研究部長、東北大学公共政策大学院副院長等を経て、現職。

小豆川 裕子
現　　職

担当科目

㈱ NTT データ経営研究所　上席研究員

政策研究Ⅲ‒Ｆ（ICT 活用と新しい官民連携）

Yu k o  S h o z u g a w a

博士（学術、東京大学）。専門は情報技術・社会相関分野、就労・ワークスタ
イル分野 ( 特にテレワーク )。日本テレワーク学会副会長、内閣府、国土交
通省、総務省委員（2015 年度）。

髙 津  定 弘
現　　職

担当科目

高千穂大学兼任講師

政策研究 X‒E（国土政策とプランニング）

S a d a h i r o  Ta k a t s u

鈴 木  秀 洋
現　　職

担当科目

日本大学危機管理部准教授（行政法・地方自治法等担当）

政策研究㈵Ⅸ-F（自治体政策訟務）

H i d e h i r o  S u z u k i

中大法卒、日大院法務博士（専門職）、文京区及び特別区法務部で長らく訟務・法務担
当後、秘書、危機管理課長、ジェンダー及び子ども家庭支援センター課長を経て現職。
「自治体法務改革の理論」「これからの自治体職員のための実践コンプライアンス」等。

田 口  尚 文
現　　職

担当科目

一般財団法人消防試験研究センター常務理事（元総務省選挙部長）

政策研究Ⅴ－B（選挙と政治資金）

N a o f u m i  Ta g u c h i

東大法卒、広島県副知事、総務省選挙部長、総括審議官等を務め、選挙・政
治資金制度改革や関係する国会対応等に従事。

池 宮 城 秀正
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学部教授

政策研究Ⅵー A（予算）

H i d e m a s a  I k e m i y a g i

明治大学大学院博士後期課程修了、経済学博士、日本地方自治研究学会会
長。専門は財政学、地方財政論。著書に『琉球列島における公共部門の経済
活動』など。

牛 山 久仁 彦
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学部教授

地方自治論研究、地域政治研究

K u n i h i k o  U s h i y a m a

専門は行政学、地方自治論、地域政治論。著書に『分権時代の地方自治』（三
省堂、編著）など。日本行政学会理事、相模原市政策アドバイザーなど。

碓 井  光 明
現　　職

担当科目

明治大学法科大学院専任教授

自治体法研究、自治体条例研究

M i t s u a k i  U s u i

東京大学法学政治学研究科博士課程修了・博士（法学）。専門は行政法・財
政法。横浜国立大学教授、東京大学教授を経て現職。現在、地方制度調査会
委員（副会長）。著書に、『都市行政法精義Ⅰ・Ⅱ』など。

江 島  晶 子
現　　職

担当科目

明治大学法科大学院教授

憲法研究

A k i k o  E j i m a

博士（法学）[ 明治大学 ]。専門は、憲法、国際人権法。著書に『人権保障の新局
面』（日本評論社）、『ヨーロッパ人権裁判所の判例』（信山社）等。

勝　悦 子
現　　職

担当科目

明治大学副学長　明治大学政治経済学部教授

Japanese Economy in International Environment

E t s u k o  K a t s u

専門は国際金融・経済政策。財務省関税・外国為替等審議会委員、厚生労
働省最低賃金審議会委員、著書に「国際金融理論（共著、有斐閣）など。

大 六 野 耕 作
現　　職

担当科目

明治大学政治経済学部教授

Comparative Public Administration、Comparative Study of Corruption

K o s a k u  D a i r o k u n o

明大大学院政治学博士単位修得退学。専門は比較政治論、国際関係論。著
書に「比較政治学とデモクラシーの限界（共著、東信堂）」など。

雨 宮　寛
現　　職

担当科目

有限会社コーポレートシチズンシップ代表取締役

政策研究Ⅶー D（企業市民とグローバリゼーション）、政策研究Ⅶー E（社会起業活動）

H i r o s h i  A m e m i y a

DWM 日本代表。NPO ハンズオン東京理事。ハーバード大学 MPA。コロン
ビア大学MBA。CFA 協会認定証券アナリスト。

東大法卒。旧・自治省入省。国と地方の行政を幅広く経験。地方では、北九州市企画課長、静岡県市町村課長、鹿児

島県総務部長、中央では、自治省大臣官房参事官、国土庁半島振興室長、同・特別地域振興課長などを経て、沖縄

開発庁振興局長、内閣府政策統括官、内閣府審議官 ( 次官級 ) を歴任。2002 年より全国都道府県議会議長会の

事務総長として議会制度の改革と充実強化に尽力。現在、（一財）消防防災科学センター特別参与。市議会議員共済

会審査会委員長など務める。著書に『市町村の経営戦略』（ぎょうせい）。

Masanori Osoda襲 田  正 徳 元内閣府審議官・元全国都道府県議会議長会事務総長

イギリスのオックスフォード・ブルックス大学教授。都市地理史を専門とする。London School of Economics

を卒業後、University of Birmingham Center for Urban and Regional Studiesで修士号と博士号を取得。イ

ギリスの建築史と都市圏の設計や復興に向けた社会的・政策的影響についての研究を長年続け、各国で開催され

ている国際会議において数多くの講演を行っている。

John Gold Robertジョン・ゴールド・ロバート オックスフォード・ブルックス大学教授
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在籍者データ・沿革 S t u d e n t  D a t a / T h e  H i s t o r y教員一覧 T h e  F a c u l t y

自治体議員の政務活動費（旧政務調査費）の使途をめぐっては、かねてより新聞報道による厳しい論評が行われており、その一つに公共政策大

学院の学費の問題がとりあげられたケースがあります。これについては、すでに区議会議員の学費支出の当否を論じた住民訴訟判例(判例集未

登載)があり、そこでは、議員が、政務活動費（旧政務調査費）を用いて、公共政策大学院に学ぶことの意義が高く評価されています。以下、その内

容(地裁判決・高裁判決［本件確定］)をご紹介します。

○「地方分権推進の流れの中で、自治体にも福祉行政、環境行政、都市計画など複雑高度な問題に対する対応能力が要求されるようになること

に鑑み、同会派所属議員の政策立案能力や法務能力の向上を図るため、同会派の議員‥‥を明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科に派遣

したことが認められ、こうした経緯に同ガバナンス研究科の前記研究、教育内容に照らせば、(議員の)通学は、(議員)個人の能力を高め、それを区

政に還元させることを目的としたものであり、また客観的にも区政の充実に役立つものとみることができるから、これを区政とは関係のない(議

員)個人の知識、能力の取得にとどまるものであるということは到底できない。したがって、控訴人(原告)の（政務調査費の目的外使用との）主張

は理由がない」(東京高裁平成18年11月8日／平成18年(行コ)第211号)」｡

自治体議員の政務活動費（旧政務調査費）と公共政策大学院学費

男性
77%

女性
23%

男女構成

議員・首長
20％

公務員
31％民間

32％

その他
17％

現職構成

政務活動費（旧政務調査費）を使って通学できます。

～24 歳
18％

25～29 歳
16％

30～34 歳
13％35～39 歳

14％

40～44 歳
11％

45～49 歳
11％

50 歳～
17％

年齢構成
東京都
43％

神奈川県
10％

埼玉県
10％

茨城県
15％

千葉県
18％

その他
4％

通学範囲

野上  達 也
現　　職

担当科目

（一財）日本防火・危機管理促進協会 研究員

政策研究ⅧーＤ（災害と人間行動）

Ta t s u y a  N o g a m i

筑波大大学院修了、博士（心理学）。専門は社会心理学、研究テーマは匿名状
況での違反行動や利己的行動、災発生前後の行動等。

野 本  綾 子
現　　職

担当科目

㈱国際開発センター研究員

国際協力研究

A y a k o  N o m o t o

ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス修士課程修了。国際協力銀行等
勤務を経て現職。専門は国際開発に係る政策評価・事業評価等。

二 宮  浩 輔
現　　職

担当科目

山梨県立大学国際政策学部教授
Economics System and Environment、
Business, Policy and Environment

Ko s u k e  N i n o m i y a

米コロンビア大学大学院修了（Master of International Affairs)。九州
大学博士（経済学）。JICA 環境社会配慮助言委員会委員など。

塚 田  桂 祐
現　　職

担当科目

流通経済大学法学部教授
地域経済政策研究、政策研究Ⅸー H（自治行政論）
Crisis Management and Public Administration

K e i s u k e  Ts u k a d a

東大法、ハーバード大修士。総務省と埼玉県等で地方行政の実務に携わる。
自治大副校長、新潟市副市長、日本経済研究所理事、消防庁国民保護防災
部長として東日本大震災対応のオペレーションを指揮。

則 武  輝 幸
現　　職

担当科目

帝京大学法学部教授

国際機構研究

Te r u y u k i  N o r i t a k e

東大法学部卒。専門は国際公法、国際組織法。著書に『国際機構論（総合篇）』
（共著、国際書院）、『国際法 第 2 版』（共著、弘文堂）など。

波 田  永 実
現　　職

担当科目

流通経済大学法学部教授

行政史研究、政策研究Ⅲー E（コミュニティ政策論）

N a g a m i  H a t a

松戸市新松戸地域学校跡地有効活用検討会委員。

葉 村  真 樹
現　　職

担当科目

AKQA Tokyo 代表（マネージングディレクター）

政策研究Ⅲー B（情報・メディア戦略）

M a s a k i  H a m u r a

東京大学大学院修了、博士（学術）。グーグル日本法人で経営企画室兼営業
戦略企画部統括部長、ツイッター日本法人で営業戦略統括などを経て、現
職。

米 原  あ き
現　　職

担当科目

東洋大学社会学部准教授

Social Research Method、Introductory Statistics for Social Research

A k i  Yo n e h a r a

京都大学修士 ( 教員行政 )、インディアナ大学 PhD( 比較教育政策 )。専門
は国際協力における教育政策とその評価。著書に“Human development 
policy in the global era” （大学教育出版 2009）等。

廉  宗 淳
現　　職

担当科目

イーコーポレーションドットジェーピー代表取締役社長、青森市情報政策調整監

政策研究Ⅲ－C（E－ガバメント）

J o n g s u n　Yo u m

早大国際情報通信修士、佐大学術博士、ICT 専門家として公共、民間分野に
おいて ICT を用いた社会イノベーションを実践中。現在、青森市情報政策
調整監、総務省電子政府推進員等で活動中。

麦 島  健 志
現　　職

担当科目

内閣官房地域活性化総合事務局次長

政策研究Ⅱ－G（都市行政の制度と施策）

Ta k e s h i  M u g i s h i m a

東大法卒。国土交通省において都市、住宅・不動産行政の制度基盤構築を
担当。また、公共団体、ＪＨＦにおいて、まちづくり、住宅金融の実務に携わ
る。

安 井  順 一
現　　職

担当科目

東京都専門委員　オリンピック・パラリンピック競技大会参与

政策研究Ⅱ－B（都市計画とまちづくり）

J u n i c h i  Y a s u i

早稲田大学理工学部卒。元東京都技監（都市整備局長兼務）東京都や特別
区において、長期計画、景観計画、都市計画の策定等に従事。

松 沢  成 文
現　　職

担当科目

参議院議員（前神奈川県知事）

政策研究Ⅱ－E（地方分権の制度と政策）

S h i g e f u m i  M a t s u z a w a

慶大法卒。松下政経塾 3 期生。神奈川県議会議員 2 期、衆議院議員3 期を
努めた後神奈川県知事に就任。2 期 8 年を全う。2013 年 7月より現職。

廣 瀬  和 彦  
現　　職

担当科目

元全国市議会議長会法制参事

政策研究Ⅴ－Ｄ（市町村議会の役割）

K a z u h i k o  H i r o s e

明大法卒。専門は地方議会、議会運営論。著書に「100 条調査ハンドブッ
ク」（ぎょうせい）、「政務調査費ハンドブック」（ぎょうせい）等。

樋 口  一 清
現　　職

担当科目

法政大学教授、信州大学名誉教授

政策研究Ⅳー A（日本の国際競争力）、政策研究Ⅶー H（消費者政策）

K a z u k i y o  H i g u c h i

内閣府消費者委員会委員、元経産省九州経済産業局長、著書に、「サステイ
ナブル地域論」（中央経済社）、「グローバル化の進展とマクロ経済」（彗文
社）、「日本の消費者問題」（建帛社）など。

原 田  敬 美
現　　職

担当科目

都市政策研究所主宰

K e i m i  H a r a d a

建築家、都市プランナー、ウースター大学、早稲田大学大学院修了、ライス
大学大学院修了、工学博士、クリスチャンソン建築事務所、菊竹清訓建築事
務所、前港区長。

政策研究Ⅹー B（環境政策とコミュニティ）、
Policy Study Ⅲ‒I　Urban Design

当研究科の学生層は、地方自治体の市長・区長、現役議員、公務

員、会社員、NPO関係者、さらには、将来そうした職種に就き社

会的課題を解決できる一員となることを希望する学生など多様

です。それらの学生が「ガバナンス研究科」という空間で意見を

交換し、知識や情報を集め、直面する政治や行政の課題につい

て、具体的な解決策を創造していきます。

在籍者データ在籍者データ

沿革福島　悟
現　　職

担当科目

株式会社パスコ 事業推進部

政策研究Ⅹ－Ａ（地理情報システム）

S a t o r u  F u k u s h i m a

1993 年㈱パスコ入社、官公庁担当として地理情報に関する業務に従事。
2013 年より内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室に出向。

中 村　靖
現　　職

担当科目

株式会社はとバス代表取締役社長

政策研究Ⅱ－Ｄ（政策コーディネーション）

Ya s u s h i  N a k a m u r a

東大法卒。元東京都知事本局長。地方財政、自治制度改革、中小企業金融、
都市交通、長期計画の策定、総合調整のほか、第三セクターの経営再建等に
も携わる。

中 西  穂 高
現　　職

担当科目

帝京大学知的財産センター副センター長・教授

政策研究ⅦーＣ（地域活性化と行政）

H o d a k a  N a k a n i s h i  

東大理卒、ペンシルベニア大修士（都市計画）、東工大博士（学術）。経済産業
省、高知県副知事、内閣参事官等を歴任。専門は地域活性化、テレワーク。

吉 村  輝 彦
現　　職

担当科目

日本福祉大学国際福祉開発学部教授

政策研究Ⅶー B（地域開発論）

Te r u h i k o  Yo s h i m u r a

東京工業大学大学院修了、博士（工学）。国連地域開発センターを経て現職。
専門はまちづくり・国際地域開発。地域の場づくり・縁づくりを実践。

中 野  英 夫
現　　職

担当科目

専修大学経済学部教授

自治体税制研究

H i d e o  N a k a n o

慶大大学院経済学研究科博士課程単位取得退学。専門は財政学、地方財
政。著書に「日本の財政赤字 ( 共著、岩波書店 )」など。

2004 年度　4月 ガバナンス研究科が独立大学院として開設される

  　 政治コース、行政コース、公務員養成コースを設置

  　　自宅での遠隔授業聴取・リモートラーニングを開始

2006 年度　4月 外国人留学生コースを増設

 2007年度    4 月 ガバナンス研究科が専門職学位課程（専門職大学院）へ移行

 　　　　　　  9月 9月入学・9月卒業を開始

2010 年度    4 月 コース制から、より実質的な履修を可能とするプログラム制へ変更

  　  都市政治プログラム、自治体マネジメントプログラム、社会・生活創生プログラム、コミュニティ共創プログラムを提供

       英語コースの設置

  　  グローバル 30 事業の採択を機に、外国人留学生コースを拡大・拡充し、英語コースを設置

  　  開発政策・経済科目群、環境・コミュニティ政策科目群を増設

 2013 年度    9月 英語コース一般入学試験開始


